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第２節 公共施設の管理及び土地の帰属

１ 公共施設の管理（法第３９条）                        
  開発行為等によって設置された公共施設等を適正に管理するため、原則として、天草市が
管理することになります(他の法令に基づく管理者が別にあるときや、法第32条の協議によ
って別に管理者を定めたときを除く。)。                     

２ 土地の帰属（法第４０条）                          
 (1) 従前の公共施設等に代えて公共施設等を設置する場合             
   法第３６条に基づく完了公告の翌日において次のように土地の帰属が行われることに

なります。ただし、不動産登記法に基づく登記が必要となりますので、速やかに登記手続
が行えるよう登記に必要な書類を準備しておく必要があります。     

  従前の公共施設等の土地   →  開発許可を受けた者の所有

  新設された公共施設等の土地  →  国又は地方公共団体の所有

    注１ この規定は、従前の公共施設の土地が国又は地方公共団体の所有であ    
      る場合に限り適用されます。
    注２ 相互に帰属する土地の面積や価値が等しくなることは要しません。   

 (2) 新設される公共施設等の用に供する土地の帰属                
 前記(1)に定めるもの以外で開発行為によって新たに設置された公共施設等の土地について
は、法第３６条に基づく完了公告の翌日において、法第３２条第２項の協議により定められた
管理者に帰属します。ただし、不動産登記法に基づく登記が必要となりますので、速やかに登
記手続が行えるよう登記に必要な書類を準備しておく必要があります。
 なお、公共施設等の土地を開発許可を受けた者が自ら管理する場合には、分筆を行ったうえ
で、当該公共施設の管理について管理協定の締結等（開発許可申請時においては管理協定案の
添付等）を行うことが適当です。


